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特設水道における水質検査の実施及び各種報告の提出について（通知） 

  

 

 

日頃は本府水道行政の推進にご協力をいただき、お礼申し上げます。 

さて、標記については、本府通知「特設水道における水質検査の実施及び各種報告の

提出について」（令和２年３月３０日付け環衛第 2570 号）に基づき実施をお願いしてい

るところです。 

このたび、生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律等の施

行に伴い、別添のとおり通知を改めましたので、御了知いただくとともに、引き続き適

正な水質管理を図るようお願いします。 

なお、本通知をもって令和２年３月３０日付け環衛第 2570号通知は廃止します。 

 

 

 

 

（主な変更点） 

・「厚生労働省」から「国土交通省及び環境省」に変更。 

 

・水質検査計画を定めた場合は環境衛生課長に提出することとした。 

 

・原水に係る水質検査の実施について、水質基準に関する省令の規定に基づき環境大臣が

定める方法（平成 15 年厚生労働省告示第 261 号）に規定されていない連続測定機器

の検査方法であっても、当該連続測定機器が適切に保守管理され、かつ、同測定機器を

用いて精度管理が行われている場合は、この検査結果をもって年に１回の原水の水質検

査結果とすることができることとした。 

 

・水質基準項目である鉛及びその化合物の検査に供する水の採水方法について「15 分

滞留水法」としていたが、一定の条件を満たした場合、「15 分滞留水法」を省略で

きることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 

 大阪府健康医療部生活衛生室環境衛生課 

 水道グループ 吉田（顕）、鳥居、玄番 

 TEL 06-6944-9181 

 FAX 06-6944-6707 

 Email kankyoeisei-g01@gbox.pref.osaka.lg.jp 



 

特設水道における水質検査の実施及び各種報告の提出について 

 

第１ 原水及び浄水の水質検査（特設水道条例第８条）の実施並びに結果の報告 

１ 水質検査計画の作成 

特設水道の設置者は水質検査を計画的かつ的確に行うため、毎事業年度の開始

前に水質検査計画を定めることが望ましい。なお、定めた場合は健康医療部生活

衛生室環境衛生課長（以下、「環境衛生課長」という。）に提出すること。 

    （１） 水質検査を行う項目については、当該項目、採水の場所、検査の回数及

びその理由 

    （２） 水質検査を省略する項目については、当該項目及びその理由 

    （３） 水質検査を委託する場合、その委託の範囲（委託先検査機関名、定期及

び臨時の検査項目、試料の採取、運搬方法） 

（４） 原水の指標菌の検査及びクリプトスポリジウム等による汚染のおそれの

ある施設における原水のクリプトスポリジウム等の検査 

 

２ 原水の水質検査等 

原水の水質検査等を次のとおり実施すること。 

（１）水質基準項目 

原水の水質検査は次のとおりとする。 

水源の状況により、必要に応じて、総トリハロメタン、クロロホルム、ジブロ

モクロロメタン、ブロモジクロロメタン、ブロモホルム、クロロ酢酸、ジクロ

ロ酢酸、トリクロロ酢酸、塩素酸、臭素酸、及びホルムアルデヒドを除く全項

目検査（水質基準に関する省令（平成１５年厚生労働省令１０１号（以下「省

令」という））の表の上欄に掲げる全ての項目の検査をいう。以下同じ）を実施

することが望ましい。 

   原水水質の検査結果が、省令の表の３の項（カドミウム及びその化合物）から

４６の項（有機物（全有機炭素の量））までの項の中欄に掲げる基準（ただし２

１の項（塩素酸）から３１の項（ホルムアルデヒド）までの項及び３４の項（鉄

及びその化合物）、３７の項（マンガン及びその化合物）、３９の項（カルシウム、

マグネシウム等（硬度））の中欄に掲げる基準を除く）に適合しない場合は、当

該水源の原水について相当期間当該水質項目に関する水質検査を実施すること。 

   ただし、原水に係る水質検査の実施については、水質基準に関する省令の規定

に基づき環境大臣が定める方法（平成 15 年厚生労働省告示第 261 号）に規

定されていない連続測定機器の検査方法であっても、当該連続測定機器が適切に

保守管理され、かつ、同測定機器を用いて精度管理が行われている場合は、この

検査結果をもって年に１回の原水の水質検査結果とすることは差し支えない。 

 

３ 浄水の定期水質検査等 

（１）検査に供する水の採取 

ア 色及び濁り並びに消毒効果に関する検査に係る採水場所については、配水管

の末端等水が停滞しやすい場所を選定し実施すること。 

イ 定期の検査及び一部項目検査に係る採水場所については、給水栓のうち水道

施設の構造、配管の状態を考慮して最も効果的な場所を選定することとし、検

査項目ごとに異なった給水栓を選定しないこと。 

 ウ 水質基準項目のうち「鉛及びその化合物」に係る検査に供する水の採取方

法については、毎分約５リットルの流量で５分間流して捨て、その後１５分

間滞留させたのち、先と同じ流量（毎分約５リットル）で流しながら開栓直

後から５リットルを採取し、均一に混合してから必要量の検査用試料を採水

 別 添  



容器に分取する方法（以下「15 分滞留水法」という。）とすること。 

ただし、以下の２つの条件を満たす場合は、15 分滞留水法を省略して

も差し支えない。 

①  採水地点と同一の浄水場の給水区域において鉛管の残存調査が行われた

上で、浄水場出口から採取場所までの流路で鉛管が使用されていないこと

が明らかであること。 

②  季節変動も考慮して年４回、当該採取場所において、15 分滞留水法で

採取した上で水質検査を行い、その結果が、過去３年間において全て不検

出であること。 

（２）浄水に係る水質基準項目の定期水質検査 

ア １日１回以上行う検査 

       色及び濁り並びに消毒の残留効果に関する検査とする。 

イ おおむね１ヶ月に１回以上行う検査 

（ア）省令の表中１の項（一般細菌）、２の項（大腸菌）、１１の項（硝酸態

窒素及び亜硝酸態窒素）、３４の項（鉄及びその化合物）、３７の項（マ

ンガン及びその化合物）、３８の項（塩化物イオン）及び４６の項（有機

物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量））から５１の項（濁度）までの上欄に掲

げる項目について実施するものとする。 

（イ）省令の表中４２の項（ジェオスミン）及び４３の項（２－メチルイソ

ボルオネール）の上欄に掲げる事項に関する検査については、水源にお

ける当該事項を産出する藻類の発生が少なく、当該事項について検査を

行う必要がないことが明らかであると認められる期間を除き、おおむね

１ヶ月に１回以上とする。 

    また、深井戸を水源とする水道にあっては検査を要しない。  

ウ おおむね３ヶ月に１回以上行う検査 

省令の表中３の項（カドミウム及びその化合物）から１０の項（シアン化物

イオン及び塩化シアン）まで、１２の項（フッ素及びその化合物）から３３の

項（アルミニウム及びその化合物）まで、３５の項（銅及びその化合物）、 

３６の項（ナトリウム及びその化合物）、３９の項（カルシウム、マグネシウ

ム等（硬度））から４１の項（陰イオン界面活性剤）まで、４４の項（非イオ

ン界面活性剤）及び４５の項（フェノール類）の上欄に掲げる事項とする。 

ただし、同表中３の項（カドミウム及びその化合物）から９の項（亜硝酸態

窒素）まで、１２の項（フッ素及びその化合物）から２０の項（ベンゼン）ま

で、３２の項（亜鉛及びその化合物）、３３の項（アルミニウム及びその化合

物）、３５の項（銅及びその化合物）、３６の項（ナトリウム及びその化合物）、

３９の項（カルシウム、マグネシウム等（硬度））から４１の項（陰イオン界

面活性剤）まで、４４の項（非イオン界面活性剤）及び４５の項（フェノール

類）の上欄に掲げる事項に関する検査については、水源に水又は汚染物質を排

出する施設の設置の状況等から原水の水質が大きく変わるおそれが少ないと

認められる場合（過去３年間において水源の種別、取水地点又は浄水方法を変

更した場合を除く）であって、過去３年間における当該事項についての検査の

結果がすべて当該事項に係る水質基準値（省令の表の下欄に掲げる許容限度の

値をいう。以下この項において「基準値」という。）の５分の１以下であると

きは、おおむね１年に１回以上と、過去３年間における当該事項についての検

査の結果がすべて基準値の１０分の１以下であるときは、おおむね３年間に１

回以上とすることができる。 

エ 検査の省略  



次の表の左欄に掲げる事項に関する検査は、当該事項についての過去の検査

の結果が基準値の２分の１を超えたことがなく、かつ、同表の右欄に掲げる事

項を勘案して、その全部又は一部を行う必要がないことが明らかであると認め

られる場合は、上記イの（イ）及びウの検査に関する回数にかかわらず省略す

ることができる。 

       ただし、検査の省略を行った場合であっても、おおむね３年に１回程度は

省略した項目についての水質検査を行い、水道水質の状況に変化がないこと

を確認すること。 

ａ 

省令の表中３の項から５の項まで、７の

項、１２の項、１３の項（海水を原水と

する場合を除く。）、２６の項（浄水処理

にオゾン処理を用いる場合及び消毒に

次亜塩素酸を用いる場合を除く。）、３６

の項、３９の項から４１の項まで、４４

の項及び４５の項の上欄に掲げる事項 

原水並びに水源及びその周辺の状況 

ｂ 

省令の表中６の項、８の項、３２の項、  

３３の項及び３５の項の上欄に掲げる

事項 

原水、水源及びその周辺の状況並びに水

道施設の技術的基準を定める省令（平成

１２年厚生省令第１５号）第１条第１４

号の薬品等及び同条第１７号の資機材

等の使用状況 

ｃ 

省令の表中１４の項から２０の項まで

の上欄に掲げる事項 

原水並びに水源及びその周辺の状況（地

下水を水源とする場合は、近傍の地域に

おける地下水の状況を含む） 

ｄ 

省令の表中４２の項及び４３の項の上

欄に掲げる事項 

原水並びに水源及びその周辺の状況（湖

沼等水が停滞しやすい水域を水源とす

る場合は左欄に掲げる事項を産出する

藻類の発生状況を含む） 

 

オ 水質検査の時期 

水質基準項目のうち年間の変動パターンが明らかになっているものについて

は、年間の最高値が測定される時期を含むこと。 

      

４ 臨時の水質検査 

次のような場合にあっては、すみやかに浄水について基準の表の上欄に掲げる事項の

うち必要な事項について検査を行うこと。また、必要に応じて、原水についても水質

検査を行うこと。 

（１）水源の水質が著しく悪化したとき。 

（２）水源に異常があったとき。 

（３）水源付近、給水区域及びその周辺等において消化器系感染症が流行していると

き。 

（４）浄水過程に異常があったとき。 

（５）配水管の大規模な工事その他水道施設が著しく汚染されたおそれがあるとき。 

（６）その他特に必要があると認められるとき。 

 

５ 水質検査機関との委託 

  水質検査は、自己機関で行わない場合には、保健所、衛生研究所等の地方公共団体

の機関及び水道法第２０条第３項に規定する国土交通大臣及び環境大臣の登録を受け

た水質検査機関（以下、「登録検査機関」という）に委託して実施すること。 

なお、委託契約は特設水道設置者と地方公共団体の機関または登録検査機関の間で

書面により直接契約を行うことが望ましい。また、当該委託契約書にはつぎに掲げる



事項（臨時の検査のみを委託する場合にあっては、ロ及びヘを除く。）を含むこと。 

イ 委託する水質検査の項目 

ロ 第一項の検査の時期及び回数 

ハ 委託に係る料金（以下この項において「委託料」という。） 

ニ 試料の採取又は運搬を委託するときは、その採取又は運搬の方法 

ホ 水質検査の結果の根拠となる書類 

ヘ 臨時の検査の実施の有無 

 

６ 水質検査結果の報告 

水質検査の報告については次のとおりとする。 

  （１）原水・浄水に係る定期に行う検査（１日１回以上行う色及び濁り並びに消毒の

残留効果に関する検査を除く。）については、実施後その都度、環境衛生課長あて

報告すること。 

（２）１日に１回以上行う色及び濁り並びに消毒の残留効果に関する検査については、

異常がない場合には報告を要しないが、異常の判明時には、速やかに環境衛生課長

あて報告すること。 

（３）臨時の水質検査については、実施後速やかに実施理由を添えて、環境衛生課長あ

て報告すること。 

（４）原水の指標菌の検査及びクリプトスポリジウム等による汚染のおそれのある施

設における原水のクリプトスポリジウム等の検査についても、実施後その都度、

環境衛生課長あて報告すること。 

 

  

第２ 健康診断の実施及び結果の報告 

浄水工程等給水に直接かかわる者について、病原体がし尿に排泄される感染症の患者

（病原体の保有者を含む）の有無に関して、次のとおり健康診断を行うこと。 

１ 病原体の検索は、おおむね６ヶ月ごとに主として便について行い、必要に応じて

尿、血液、その他について行うこと。 

２ 検索は、赤痢菌、腸チフス菌、パラチフス菌を対象とし、必要に応じてコレラ菌、

赤痢アメーバ、サルモネラ菌及び腸管出血性大腸菌等について行うものとし、急性灰

白髄炎（小児麻痺）、流行性肝炎、泉熱、感染性下痢症及び各種下痢腸炎にも注意す

ることが望ましい。 

  ただし、腸管出血性大腸菌等については、大阪府域の発生状況を考慮して検索対象

に加え、実施すること。 

３ 検便は衛生研究所、保健所等の公的機関の他、「臨床検査技師、衛生検査技師等に

関する法律」に基づく登録を受けた衛生検査施設に委託して実施すること。 

４ 健康診断の結果については、異常がない場合にあっては報告を要しないが、異常の

判明時には、ただちに、健康診断結果及び措置状況について環境衛生課長あて報告す

ること。 

    なお、報告については、別紙様式を参考とされたい。 

 

第３ 衛生上必要な措置について 

１ 特設水道設置者は、取水施設、貯水施設、浄水施設、配水池等の周辺は、常に充分

な清掃を励行し、汚物等によって水が汚染されないよう留意するとともに、当該施設

には柵を設け、施錠をする等のほか汚染防止のための一般の注意を喚起するに必要な

標札、立札、掲示等をすること 

２ 水の消毒は塩素によることを基本とする。 

３ 消毒設備は、消毒が中断しないように常に整備し、事故に備えて必ず予備を設ける

こと。 

４ 塩素注入場所は、塩素が充分水に混合するように行うこと。 



５ 次のような場合には、残留塩素を 0.2mg/L（結合塩素の場合は 1.5mg/L）以上

にすること。 

（１）水源付近及び給水区域、その周辺等において消化器系感染症が流行していると

き。 

（２）全区域にわたるような広範囲の断水後、給水を再開するとき。 

（３）洪水等で水質が著しく悪化したとき。 

（４）浄水過程に異常があったとき。 

（５）配水管の大規模な工事その他水道施設が著しく汚染されたおそれのあるとき。 

（６）その他特に必要があると認められるとき。 

 

第４ 水質等に関する事故時の報告 

水質等に関する次のような事故が発生した場合においては、速やかに環境衛生課長あて

報告すること。 

１ 断水が６時間以上にわたったとき。 

２ 水質に異常変化を来したとき。 

３ 水道に起因すると認められる疾病が発生したとき。 

４ 重要水道施設に著しい被害があったとき。 

５ 給水の緊急停止をしたとき。 

６ その他必要と認めたとき。 

 

第５ 施設の軽微な変更等の報告 

施設の軽微な変更等があった場合においては、環境衛生課長あて報告すること。 

 

第６ 水質検査結果等記録の保存 

水質検査結果の記録については、実施後３年間保存することが望ましい。また、健康診

断を行ったときは記録を作成し、１年間保存すること。 

 

 

 


